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旺文社 教育情報センター 29年 10月

法曹養成改革の推進が図られているなか、29 年司法試験の実施結果が発表された。

合格者数は前年より 40 人(2.5％)減の 1,543 人で、政府の目標値である“年間 1,500 人

程度”をやや上回った。合格率は、前年より 2.9 ポイント上昇の 25.9％。合格者の内訳は、

法科大学院修了者(以下、法科大学院組)が前年より 95 人(7.0％)の減少となる 1,253 人に

対し､予備試験通過者(以下､予備試験組)は 55人(23.4％)増加の 290 人だった。

法科大学院入学者11年連続減の下、司法試験の受験者・合格者とも2年連続減少である。

＜司法試験の動向＞

まず､新制度導入の 18年以降の司法試験(新司法試験)の受験・合格状況を概観してみる。

18年～23年は受験者数の増加、合格者数の停滞状態と合格率の下降が目立つ。24年は

受験者数の減少、合格者数の増加、合格率の上昇がみられた。25年は受験者数が 2年連続

減少、合格者数もやや減少したが、合格率は 2年連続のアップ。26年は受験者数が 3年ぶ

りに増加したが、合格者数は 2 年連続の減少で、合格率は 18 年以降で最低となった。27
年は受験者数前年並み、合格者数 3年ぶりの増加で、合格率は 2年ぶりに上昇。28年は、

受験者数が 3年ぶりの大幅減、合格者数も 2年ぶりの大幅減で、合格率は前年並みだった。

29年は受験者数・合格者数とも2年連続の減少であったが、合格率は2年ぶりに上昇し、

3年連続の横ばい状態から脱した。(図 1～図 5、表 1～表 3 参照)

○ 受験状況

司法試験の受験者数は、法科大学院における既修者コース(2 年制)のみの受験となった

18年(第 1回)は 2,091人であったが、未修者コース(3年制)も加わった 19年には 18年の

2.2倍に当たる 4,607人となり、以降、年々増加して 23年には 8,765人に達していた。

しかし、24年は初参加の「司法試験予備試験」(以下、予備試験。後述)合格者(予備試験

組)85人の受験を加えても、前年を初めて 378人(4.3％)下回る 8,387人だった。25年は予

備試験組の受験者が前年より増加したが、法科大学院修了者(法科大学院組)が減少し、全
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体では前年より 734 人(8.8％)減の 7,653 人。26 年は法科大学院組、予備試験組ともに受

験者が増加し、全体では前年より 362 人(4.7％)増の 8,015 人で、3 年ぶりに増加。27 年

は法科大学院組が減少、予備試験組が増加し、全体では前年よりわずか 1人増の 8,016人

となった。28年は法科大学院組が前年より 1,198人(15.5％)減の 6,517人、予備試験組が

81人(26.9％)増の382人で、全体では前年より1,117人(13.9％)の大幅減となる6,899人。

29 年は法科大学院組が前年より 950 人(14.6％)減の 5,567 人、予備試験組が 18 人

(4.7％)増の 400人で、全体では前年より 932人(13.5％)の大幅減となる 5,967人だった。

◆ 既修者・未修者コースの受験状況

法科大学院の既修者・未修者コースの各修了者が司法試験を受験した 19年～29年のコ

ース別の受験状況をみてみる。

既修者コースの司法試験受験者数は 19年の 2,642人から 22年の 3,353人まで増加した

後、25年の 3,152人まで減少。その後は過去最多となる 27年の 3,506人まで増加した後、

再び減少して 29年は 2,823人と 2,000人台まで減少した。ただ、20年～28年は毎年、既

修者コースの受験者数が未修者コースを下回っていたが、29年は 10年ぶりに上回った。

一方、未修者コースは 19年の 1,965人から過去最多となる 23年の 5,429人まで増加し

た後、26年の若干の増加以外、29年の 2,744人まで毎年減少した。

因みに、法科大学院組の 29 年の司法試験受験者 5,567 人のうち、未修者コースは既修

者コースより 79人少なく、占有率は 49.3％と 50％を割った。

●司法試験の受験者・合格者数と合格率の推移
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◎　司法試験「受験」状況
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○ 合格状況

◆ 合格者数

司法試験の合格者数は 18 年の 1,009 人から 20 年の 2,065 人まで増加したが、21 年は

2,043人に減少。22年はやや増加して 2,074人であったが、23年は再び 2,063人に減少。

24年は法科大学院組の合格者 2,044人に初参加の予備試験組の合格者 58人が加わり、全

体の合格者数は 2,102人に増加した。25年は法科大学院組の合格者 1,929人、予備試験組

の合格者 120人で、合計 2,049人に減少した。26年は法科大学院組の合格者が 1,647人、

予備試験組の合格者が 163人で、全体の合格者数は 1,810人となり、2年連続で減少した。

27 年は法科大学院組の合格者が 1,664 人、予備試験組の合格者が 186 人で、全体の合格

者数は前年より 40人(2.2％)増の 1,850人で、3年ぶりに増加した。28年は法科大学院組

の合格者が前年より 316 人(19.0％)減の 1,348 人、予備試験組の合格者が前年より 49 人

(26.3％)増の 235人で、全体の合格者数は前年より 267人(14.4％)減の 1,583人となり、2
年ぶりに減少した。

29年は法科大学院組の合格者が前年より 95人(7.0％)減の 1,253人、予備試験組の合格

者が前年より 55人(23.4％)増の 290人で、予備試験組は過去最多であった。全体の合格者

数は前年より 40人(2.5％)減の 1,543人で、2年連続の減少となった。

◆ 29 年「司法試験」合格者数、18 年以降で“最少”

23年まで実施された旧司法試験合格者数は、現行の司法試験開始(18年)までの 14・15
年が 1,100人台(合格率 2％台)、16・17年が 1,400人台(同 3％台)で推移していた。

法科大学院修了者(既修者コース)の受験が始まった 18 年以降の司法試験合格者数(18
年～23年は併行実施の旧司法試験合格者数含む)の推移をみると、18年が 1,558人(旧司

法試験合格者＝549 人、新司法試験合格者＜法科大学院・既修者コース＞＝1,009 人)、
19 年～25 年 2,000 人台、26・27 年 1,800 人台で、28 年(合格者 1,583 人)は 10 年ぶり

の 1,500人台であった。29年の合格者数 1,543人は 18年の新司法試験導入以降で最少。

なお、29年までの合格者数最多は 20年の 2,209人(旧＝144人、新＝2,065人)である。

●「司法試験」合格者数の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年

新･旧“併行実施”　(18年～23年）(人)

旧司法試験

新司法試験

「旧司法試験」
　合格者数
　1,100人台

(法務省資料を基に作成）

（旧＝6人、新＝2,063人）

1,400人台

2,049人

1,810人

2,102人

1,850人

新司法試験のみ　(24年～）
　　　（「予備試験組」含む）

1,583人

　　　1,558人

旧＝549人
新＝1,009人

2,069人2,209人

（
2
9
年
ま
で
の
最
多

）

「
新
司
法
試
験

」
合
格
者
数

1,543人

「
旧
司
法
試
験

」
合
格
者
数

(図 3)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/


                  - 4 -   (c)2017 旺文社 教育情報センター

◆ 既修者・未修者コースの合格状況

法科大学院の既修者・未修者コース別の 19年～29年の司法試験合格状況をみてみる。

既修者コースの司法試験合格者数は、19年の 1,216人から 27年の 1,133人まで、概ね

1,300人前後～1,100人台だが、28年 951人、29年 922人と 2年連続 900人台に減少。

また、既修者コースと未修者コースの合格者数をみると、25年までは既修者コースのほ

うが未修者コースより 1.5倍前後の多さであったが、26年以降は 2倍以上に拡大した。

因みに、29年の法科大学院組の合格者 1,253人のうち、既修者コースは未修者コースの

2.8倍に当たる 922人(占有率 73.6％)、未修者コースは 331人(同 26.4％)であった。

◆ 合格者の“集中化”

法科大学院 74校(廃止、募集停止校の受験者含む)の 29年合格状況をみてみよう。

「合格者数 100人以上」の 5校(全校数の 6.8％)の合格者数は 610人(予備試験組含む全

合格者数の 39.5％)／「合格者数 2 桁台」の法科大学院 20 校(同、27.0％)の合格者数 490
人(同、31.8％)／「合格者数 1桁台」の法科大学院 44校(同、59.5％)の合格者数 153人(同、

9.9％)／「合格者数ゼロ」の法科大学院が 5校(全校数の 6.8％)である。

「合格者数 100人以上」の法科大学院“5校”と“予備試験組”の合格者数(290人)を

合わせると 900人となり、全合格者数の 58.3％を占める。また、予備試験組を含め合格者

数 102人の 6位と 7位の 66人とでは、1.5倍の開きがある。

合格者数における一部法科大学院と予備試験組への集中化がうかがえる。

〇 合格率

司法試験の合格率は、18年(第 1回。既修者コースのみ)の 48.3％を最高に、23年まで

受験者増と合格者数の停滞状態を反映して年々ダウンし、23年は 23.5％まで下降した。

24 年は受験者数の減少に加え、予備試験組の新規参入などから、合格率は 25.1％に上

昇。25年も受験者数減少の下、予備試験組の高い合格率と法科大学院組の合格率アップで、

全体の合格率は 26.8％となり、2年連続の上昇。26年は、受験者数の増加と合格者数の減

少で、合格率は 22.6％に下降し、現行の司法試験(18年～)では最低となった。27年は受

験者数のほぼ前年並みと合格者数の増加から、合格率は 2年ぶりに 23.1％に上昇した。28
年は受験者数・合格者数とも大幅に減少し、合格率は 22.9％に下降した。

29年は受験者数の大幅な減少(前年比 13.5％減)に対し、合格者数が予備試験組の大幅増

(同 23.4%増)などによって全体として小幅な減少(同 2.5％減)に留まり、合格率は 2年ぶり
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に前年より 2.9ポイント上昇の 25.9％と、3年連続の 23％程度から脱した。

29年の法科大学院組の合格率は 22.5％(前年比 1.8ポイント上昇)で、2年ぶりの上昇で

ある。一方、予備試験組の合格率は 72.5％と、法科大学院合格率トップ(50.0％)より 22.5
ポイント高く、初参加の 24年以降で最高となった。

◆ 既修者・未修者コース、予備試験組の合格率

法科大学院の既修者・未修者コース別、及び予備試験組のそれぞれ司法試験合格率の推

移をみてみる。

既修者コース修了者の司法試験合格率は 18 年の 48.3％を最高に 20 年の 44.3％まで下

降し、その後は 25 年まで 30％台後半、26 年～29 年は 30％台前半で横ばい状態である。

ただ、29年は前年より 2.0ポイント上昇の 32.7％で、4年ぶりにアップした。

未修者コースは 19年の 32.3％を最高に、20年は 22.5％に下降。21年～25年は 10％台

後半、26年～29年は 12％前後で推移し、29年は 12.1％だった。

他方、予備試験組の合格率は参入当初の 24 年に 68.2％、25 年 71.9％で、その後は 3
年連続 60％台であったが、29年は前述のように過去最高の 72.5％に達した。

＜各法科大学院の合格実績＞

各法科大学院における 18年～29年までの司法試験合格実績をみてみよう。

当期間における全法科大学院の累計合格者数は、2万 990人である。各法科大学院の合

格者累計は、東京大 2,094人(累積合格率 78.90％)／中央大 1,975人(同 68.24％)／慶應義

塾大 1,926人(同 76.55％)／早稲田大 1,559人(同 62.34％)／京都大 1,529人(同 78.57％)

／一橋大 827人(同 80.37％)／明治大 807人(同 48.59％)の 7校が 800人以上である。

一方、累計合格者数 10人台と 1桁台がそれぞれ私立 1校で､ともに「廃止」校である。

この間の各法科大学院の累積合格率は、一橋大 80.37％／東京大 78.90％／京都大

78.57％／慶應義塾大 76.55％／神戸大 70.90％など 16校が 50％以上、全法科大学院の累

積合格率 51.81％の“半分”に達していないのは 15校に上る。そのうち 11校が合格率 10％
台、1校が 1桁で、合格者数・合格率の法科大学院間の格差が目立つ。(表 2・表 3 参照)

●法科大学院 　「既修者･未修者コース」　別　＆
予備試験組の　「司法試験合格率」　推移

32.730.732.332.8
38.436.235.437.038.7

44.346.048.3

12.111.612.612.116.617.216.217.318.922.5
32.3

72.5
61.561.8

66.8
71.9

68.2

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

(％)

(年)

未修者
コース

既修者コース
予備試験組

注．①　18年は法科大学院「既修者コース」修了者のみの受験、合格。／　②　「予備試験組｣は24年から参入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法務省資料を基に作成)

(図 5)
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注．＜表 1・表 2＞ ①表中の／は受験者ゼロ(修了者なし含む)。 ②色網を付した法科大学院は、既に募集停止(廃止含む)、あるいは募集停止を表明。(29 年 9月判明分)。

③「受験者実数」は新司法試験を１回以上受験した者の実数。 ④各年の合格率は当該年「合格者数÷受験者数」。 ⑤「累積合格率」は「18年～29年の合格者累計÷

18年～29年の受験者実数の累計」。 ⑥合格率は小数第３位を四捨五入。 ⑦合計(平均)には、24 年司法試験から参加の「予備試験組」(24 年＝受験者 85人、合格者

58人、合格率 68.24％／25年＝受験者 167 人、合格者 120 人、合格率 71.86％／26年＝受験者 244 人、合格者 163 人、合格率 66.80％／27年＝受験者 301 人、合格者

186人、合格率 61.79％／28 年＝受験者 382人、合格者 235人、合格率 61.52％) ／29年＝受験者 400 人、合格者 290 人、合格率 72.50％は含まない。 ⑧18 年の

「司法試験」受験者・合格者数は、「法学既修者コース」(２年制)修了者のみ。                               (法務省資料等より作成)

                                               

順
位

（人) 合格率
(％)

順
位

（人) 合格率
(％)

順
位

（人) 合格率
(％)

順
位

（人) 合格率
(％)

1 慶應義塾大 144 45.43% 11 北海道大 29 24.58% 21 関西大 12 11.54% 31 金沢大 6 16.67%

2 東京大 134 49.45% 12 名古屋大 28 23.73% 22 学習院大 11 12.94% 31 甲南大 6 15.38%

3 中央大 119 26.15% 13 立命館大 21 12.07% 22 千葉大 11 13.41% 31 山梨学院大 6 15.79%

4 京都大 111 50.00% 14 同志社大 20 17.86% 22 筑波大 11 15.28% 31 琉球大 6 19.35%

5 早稲田大 102 29.39% 15 関西学院大 18 18.37% 25 横浜国立大 10 14.93% 35 熊本大 5 20.00%

6 大阪大 66 40.74% 15 東北大 18 26.09% 26 岡山大 9 18.00% 35 福岡大 5 16.67%

7 一橋大 60 49.59% 17 九州大 17 19.32% 26 立教大 9 8.57% 35 龍谷大 5 11.36%

8 神戸大 55 38.73% 18 上智大 16 11.59% 28 日本大 8 8.16%

9 首都大学東京 31 26.96% 19 大阪市立大 13 17.11% 28 法政大 8 7.48%

10 明治大 30 11.67% 19 創価大 13 19.40% 30 成蹊大 7 9.33%

大　学　名 大　学　名 大　学　名

●29年司法試験　合格者数５人以上の法科大学院　(合格者数順）

合　格　者　数合　格　者　数合　格　者　数 合　格　者　数
大　学　名

②　合格率は「合格者数÷受験者数」で、小数第3位を四捨五入。　③　「予備試験組｣(合格者数＝290人、合格率72.50％）は含まない。　(法務省資料等より作成）

注．①　色網を付した法科大学院は、
　既に募集停止(廃止含む)、あるいは
　募集停止を表明。(29年9月判明分)

1 北海道大 38 98 108 156 144 160 159 150 161 147 128 118 835 39 専修大 51 76 88 83 97 118 105 99 131 117 91 72 468

2 東北大 42 96 127 154 159 170 173 173 159 136 96 69 787 40 創価大 14 39 60 76 92 86 92 88 70 78 67 67 386

3 筑波大 26 34 43 55 63 62 68 72 70 72 259 41 大東文化大 19 36 37 43 47 69 65 61 66 83 63 52 255

4 千葉大 27 62 69 64 69 74 66 65 84 83 86 82 459 42 中央大 239 292 352 373 439 461 489 442 475 475 462 455 2,894

5 東京大 170 304 366 389 411 416 379 357 304 305 285 271 2,654 43 東海大 3 16 34 50 55 71 51 53 56 51 34 21 192

6 一橋大 53 96 127 132 138 142 135 123 136 142 127 121 1,029 44 東洋大 24 44 55 70 77 88 65 52 56 53 38 23 262

7 横浜国立大 10 38 65 79 89 96 83 86 93 100 80 67 399 45 日本大 54 111 148 153 163 184 185 149 199 186 141 98 715

8 新潟大 10 36 50 81 82 77 63 53 48 49 31 25 271 46 法政大 62 128 135 138 165 183 162 143 181 173 128 107 720

9 金沢大 2 24 47 49 54 64 48 39 45 54 41 36 224 47 明治大 95 200 264 310 335 375 401 354 365 363 297 257 1,661

10 信州大 19 26 41 52 54 50 43 45 36 29 166 48 明治学院大 18 54 74 77 87 112 106 96 98 94 66 43 371

11 静岡大 17 36 37 47 47 29 30 20 18 16 128 49 立教大 18 59 92 112 116 123 112 121 137 149 127 105 542

12 名古屋大 28 65 98 120 139 136 135 120 133 148 136 118 746 50 早稲田大 19 223 345 380 397 432 472 479 489 471 424 347 2,501

13 京都大 129 211 241 288 277 315 280 246 245 240 222 222 1,946 51 神奈川大 13 25 41 60 53 61 63 43 40 35 20 15 193

14 大阪大 21 73 127 155 180 171 177 140 137 165 157 162 939 52 関東学院大 15 23 42 56 55 46 39 32 23 28 26 23 170

15 神戸大 62 91 128 149 144 148 131 125 143 149 127 142 938 53 桐蔭横浜大 35 63 62 83 87 99 103 90 92 69 56 340

16 島根大 1 18 26 23 29 46 34 24 21 23 15 13 113 54 山梨学院大 11 31 40 46 51 45 49 46 47 45 39 38 223

17 岡山大 12 23 35 52 53 73 78 70 72 65 61 50 328 55 愛知大 18 27 35 41 44 36 37 28 27 22 15 13 199

18 広島大 12 32 52 84 77 80 91 101 95 88 74 50 374 56 愛知学院大 16 26 34 41 43 39 32 31 24 18 121

19 香川大 9 21 42 52 44 39 27 24 31 27 18 149 57 中京大 18 36 38 42 39 41 26 23 25 24 19 144

20 九州大 13 74 105 174 175 200 202 162 162 153 125 88 799 58 南山大 10 26 49 59 73 80 70 66 61 65 54 48 316

21 熊本大 4 20 33 32 34 39 49 49 43 38 33 25 166 59 名城大 5 20 31 37 50 72 72 58 68 70 51 37 239

22 鹿児島大 25 23 35 31 48 37 35 28 28 22 15 135 60 京都産業大 1 36 45 51 74 93 63 51 45 37 23 28 226

23 琉球大 16 24 40 38 42 42 32 26 35 33 31 160 61 同志社大 88 161 210 235 262 277 229 190 182 189 128 112 1,059

24 首都大学東京 39 69 79 87 101 120 101 96 96 113 128 115 614 62 立命館大 103 169 205 243 249 262 236 242 266 258 213 174 1,147

25 大阪市立大 26 72 82 96 119 120 102 106 109 118 84 76 551 63 龍谷大 24 48 70 77 89 80 105 90 66 44 263

26 北海学園大 13 24 31 37 33 28 42 44 43 33 130 64 大阪学院大 14 28 36 55 76 54 37 46 39 26 16 180

27 東北学院大 32 37 33 39 36 43 32 36 25 21 15 137 65 関西大 50 130 187 207 220 210 184 135 183 159 135 104 835

28 白鷗大 6 19 21 24 35 40 40 30 29 28 19 12 122 66 近畿大 6 17 25 50 57 58 37 41 49 40 38 32 190

29 大宮法科大 43 81 81 118 141 124 96 105 98 52 31 390 67 関西学院大 64 130 168 191 182 178 186 163 155 150 123 98 821

30 獨協大 30 40 66 81 96 89 63 66 61 47 27 267 68 甲南大 18 44 71 93 110 112 89 75 74 66 49 39 379

31 駿河台大 21 46 84 80 92 108 105 85 85 79 49 29 350 69 神戸学院大 3 11 18 28 39 38 32 34 33 23 13 5 112

32 青山学院大 14 40 61 89 83 85 68 57 44 41 40 42 296 70 姫路獨協大 8 19 24 26 30 24 19 8 8 6 4 1 80

33 学習院大 49 67 87 86 94 80 85 63 104 111 106 85 437 71 広島修道大 21 35 47 60 49 44 36 44 49 28 27 190

34 慶應義塾大 164 271 292 317 355 342 347 354 336 347 350 317 2,516 72 久留米大 4 29 42 50 51 52 35 42 38 25 21 13 157

35 國學院大 2 28 40 55 68 72 59 59 63 59 44 37 245 73 西南学院大 4 28 46 67 72 78 62 52 50 48 36 28 242

36 駒澤大 18 37 47 48 68 79 51 38 46 50 39 30 230 74 福岡大 5 14 33 38 36 37 31 32 39 48 45 30 156

37 上智大 51 94 120 144 168 193 183 174 158 192 164 138 868 2,091 4,607 6,261 7,392 8,163 8,765 8,302 7,486 7,771 7,715 6,517 5,567 40,512

38 成蹊大 25 42 45 68 93 91 99 91 101 100 93 75 406

    　　　　　　●法科大学院別　司法試験の受験状況 (18年～29年)

２３
年

２２
年

２５
年

大　学　名２４
年

　司　法　試　験　受　験　者　数

１８
年

受験者実
数累計(１８

～２９年)

２１
年

合   計

大　学　名

　司　法　試　験　受　験　者　数

１８
年

１９
年

２０
年

２１
年

受験者実
数累計(１８

～２９年)

２８
年

２６
年

２7
年

２８
年

２９
年

２９
年

２２
年

２３
年

２４
年

２６
年

２7
年

２５
年

１９
年

２０
年

＜表 1＞

＜表 2＞

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

合格
者数

合格率

(％)

(１８年～

２９年)

累　積

合格率

1 北海道大 26 68.42% 48 48.98% 33 30.56% 63 40.38% 62 43.06% 48 30.00% 54 33.96% 50 33.33% 41 25.47% 42 28.57% 30 23.44% 29 24.58% 526 62.99%

2 東北大 20 47.62% 47 48.96% 59 46.46% 30 19.48% 58 36.48% 54 31.76% 38 21.97% 39 22.54% 42 26.42% 35 25.74% 23 23.96% 18 26.09% 463 58.83%

3 筑波大 5 19.23% 3 8.82% 11 25.58% 4 7.27% 9 14.29% 10 16.13% 10 14.71% 9 12.50% 5 7.14% 11 15.28% 77 29.73%

4 千葉大 15 55.56% 40 64.52% 34 49.28% 24 37.50% 30 43.48% 29 39.19% 21 31.82% 24 36.92% 26 30.95% 14 16.87% 17 19.77% 11 13.41% 285 62.09%

5 東京大 120 70.59% 178 58.55% 200 54.64% 216 55.53% 201 48.91% 210 50.48% 194 51.19% 197 55.18% 158 51.97% 149 48.85% 137 48.07% 134 49.45% 2,094 78.90%

6 一橋大 44 83.02% 61 63.54% 78 61.42% 83 62.88% 69 50.00% 82 57.75% 77 57.04% 67 54.47% 64 47.06% 79 55.63% 63 49.61% 60 49.59% 827 80.37%

7 横浜国立大 5 50.00% 13 34.21% 24 36.92% 20 25.32% 17 19.10% 13 13.54% 12 14.46% 13 15.12% 18 19.35% 14 14.00% 10 12.50% 10 14.93% 169 42.36%

8 新潟大 5 50.00% 8 22.22% 9 18.00% 14 17.28% 9 10.98% 8 10.39% 12 19.05% 10 18.87% 5 10.42% 5 10.20% 4 12.90% 1 4.00% 90 33.21%

9 金沢大 1 50.00% 8 33.33% 4 8.51% 11 22.45% 17 31.48% 15 23.44% 7 14.58% 7 17.95% 6 13.33% 6 11.11% 6 14.63% 6 16.67% 94 41.96%

10 信州大 0 0.00% 4 15.38% 5 12.20% 4 7.69% 4 7.41% 5 10.00% 5 11.63% 7 15.56% 1 2.78% 3 10.34% 38 22.89%

11 静岡大 2 11.76% 4 11.11% 6 16.22% 7 14.89% 7 14.89% 1 3.45% 3 10.00% 1 5.00% 3 16.67% 1 6.25% 35 27.34%

12 名古屋大 17 60.71% 41 63.08% 32 32.65% 40 33.33% 49 35.25% 43 31.62% 44 32.59% 40 33.33% 30 22.56% 37 25.00% 34 25.00% 28 23.73% 435 58.31%

13 京都大 87 67.44% 135 63.98% 100 41.49% 145 50.35% 135 48.74% 172 54.60% 152 54.29% 129 52.44% 130 53.06% 128 53.33% 105 47.30% 111 50.00% 1,529 78.57%

14 大阪大 10 47.62% 32 43.84% 49 38.58% 52 33.55% 70 38.89% 49 28.65% 74 41.81% 51 36.43% 55 40.15% 48 29.09% 42 26.75% 66 40.74% 598 63.68%

15 神戸大 40 64.52% 46 50.55% 70 54.69% 73 48.99% 49 34.03% 69 46.62% 60 45.80% 46 36.80% 44 30.77% 72 48.32% 41 32.28% 55 38.73% 665 70.90%

16 島根大 1 100.00% 3 16.67% 4 15.38% 1 4.35% 3 10.34% 4 8.70% 2 5.88% 4 16.67% 0 0.00% 3 13.04% 1 6.67% 2 15.38% 28 24.78%

17 岡山大 4 33.33% 10 43.48% 11 31.43% 13 25.00% 8 15.09% 23 31.51% 12 15.38% 17 24.29% 13 18.06% 12 18.46% 11 18.03% 9 18.00% 143 43.60%

18 広島大 3 25.00% 11 34.38% 19 36.54% 21 25.00% 16 20.78% 10 12.50% 19 20.88% 19 18.81% 11 11.58% 15 17.05% 15 20.27% 3 6.00% 162 43.32%

19 香川大 3 33.33% 3 14.29% 3 7.14% 10 19.23% 2 4.55% 2 5.13% 5 18.52% 3 12.50% 0 0.00% 3 11.11% 1 5.56% 35 23.49%

20 九州大 7 53.85% 29 39.19% 38 36.19% 46 26.44% 46 26.29% 42 21.00% 53 26.24% 39 24.07% 37 22.84% 40 26.14% 36 28.80% 17 19.32% 430 53.82%

21 熊本大 1 25.00% 2 10.00% 7 21.21% 5 15.63% 7 20.59% 4 10.26% 6 12.24% 7 14.29% 3 6.98% 7 18.42% 4 12.12% 5 20.00% 58 34.94%

22 鹿児島大 2 8.00% 1 4.35% 2 5.71% 0 0.00% 3 6.25% 4 10.81% 1 2.86% 4 14.29% 2 7.14% 1 4.55% 3 20.00% 23 17.04%

23 琉球大 7 43.75% 3 12.50% 4 10.00% 5 13.16% 7 16.67% 7 16.67% 6 18.75% 3 11.54% 6 17.14% 2 6.06% 6 19.35% 56 35.00%

24 首都大学東京 17 43.59% 28 40.58% 39 49.37% 34 39.08% 30 29.70% 38 31.67% 40 39.60% 39 40.63% 22 22.92% 26 23.01% 25 19.53% 31 26.96% 369 60.10%

25 大阪市立大 18 69.23% 31 43.06% 33 40.24% 24 25.00% 31 26.05% 30 25.00% 18 17.65% 35 33.02% 19 17.43% 22 18.64% 11 13.10% 13 17.11% 285 51.72%

26 北海学園大 2 15.38% 7 29.17% 3 9.68% 10 27.03% 4 12.12% 3 10.71% 2 4.76% 1 2.27% 2 4.65% 2 6.06% 36 27.69%

27 東北学院大 3 9.38% 7 18.92% 4 12.12% 2 5.13% 2 5.56% 4 9.30% 2 6.25% 3 8.33% 1 4.00% 1 4.76% 1 6.67% 30 21.90%

28 白鷗大 3 50.00% 4 21.05% 2 9.52% 4 16.67% 2 5.71% 1 2.50% 7 17.50% 3 10.00% 2 6.90% 4 14.29% 1 5.26% 1 8.33% 34 27.87%

29 大宮法科大 6 13.95% 16 19.75% 12 14.81% 12 10.17% 9 6.38% 6 4.84% 3 3.13% 2 1.90% 4 4.08% 3 5.77% 3 9.68% 76 19.49%

30 獨協大 6 20.00% 8 20.00% 5 7.58% 3 3.70% 11 11.46% 5 5.62% 4 6.35% 3 4.55% 0 0.00% 5 10.64% 4 14.81% 54 20.22%

31 駿河台大 2 9.52% 9 19.57% 11 13.10% 4 5.00% 7 7.61% 5 4.63% 8 7.62% 4 4.71% 2 2.35% 3 3.80% 1 2.04% 1 3.45% 57 16.29%

32 青山学院大 5 35.71% 7 17.50% 15 24.59% 8 8.99% 3 3.61% 8 9.41% 8 11.76% 10 17.54% 3 6.82% 3 7.32% 1 2.50% 2 4.76% 73 24.66%

33 学習院大 15 30.61% 19 28.36% 20 22.99% 21 24.42% 19 20.21% 18 22.50% 16 18.82% 7 11.11% 12 11.54% 13 11.71% 14 13.21% 11 12.94% 185 42.33%

34 慶應義塾大 104 63.41% 173 63.84% 165 56.51% 147 46.37% 179 50.42% 164 47.95% 186 53.60% 201 56.78% 150 44.64% 158 45.53% 155 44.29% 144 45.43% 1,926 76.55%

35 國學院大 1 50.00% 6 21.43% 4 10.00% 6 10.91% 5 7.35% 5 6.94% 3 5.08% 3 5.08% 4 6.35% 4 6.78% 2 4.55% 1 2.70% 44 17.96%

36 駒澤大 1 5.56% 8 21.62% 11 23.40% 5 10.42% 9 13.24% 2 2.53% 5 9.80% 3 7.89% 2 4.35% 4 8.00% 2 5.13% 3 10.00% 55 23.91%

37 上智大 17 33.33% 40 42.55% 50 41.67% 40 27.78% 33 19.64% 39 20.21% 38 20.77% 46 26.44% 31 19.62% 29 15.10% 19 11.59% 16 11.59% 398 45.85%

38 成蹊大 11 44.00% 16 38.10% 17 37.78% 14 20.59% 11 11.83% 11 12.09% 16 16.16% 12 13.19% 14 13.86% 7 7.00% 5 5.38% 7 9.33% 141 34.73%

39 専修大 9 17.65% 19 25.00% 20 22.73% 17 20.48% 19 19.59% 17 14.41% 12 11.43% 9 9.09% 7 5.34% 13 11.11% 9 9.89% 4 5.56% 155 33.12%

40 創価大 8 57.14% 20 51.28% 13 21.67% 12 15.79% 18 19.57% 12 13.95% 12 13.04% 22 25.00% 18 25.71% 14 17.95% 13 19.40% 13 19.40% 175 45.34%

41 大東文化大 4 21.05% 4 11.11% 6 16.22% 3 6.98% 2 4.26% 2 2.90% 5 7.69% 1 1.64% 4 6.06% 2 2.41% 0 0.00% 2 3.85% 35 13.73%

42 中央大 131 54.81% 153 52.40% 196 55.68% 162 43.43% 189 43.05% 176 38.18% 202 41.31% 177 40.05% 164 34.53% 170 35.79% 136 29.44% 119 26.15% 1,975 68.24%

43 東海大 0 0.00% 2 12.50% 4 11.76% 3 6.00% 2 3.64% 7 9.86% 5 9.80% 0 0.00% 2 3.57% 3 5.88% 0 0.00% 0 0.00% 28 14.58%

44 東洋大 4 16.67% 12 27.27% 4 7.27% 5 7.14% 7 9.09% 11 12.50% 7 10.77% 8 15.38% 2 3.57% 4 7.55% 1 2.63% 0 0.00% 65 24.81%

45 日本大 7 12.96% 14 12.61% 26 17.57% 20 13.07% 21 12.88% 12 6.52% 22 11.89% 9 6.04% 22 11.06% 13 6.99% 10 7.09% 8 8.16% 184 25.73%

46 法政大 23 37.10% 24 18.75% 32 23.70% 25 18.12% 24 14.55% 31 16.94% 17 10.49% 30 20.98% 21 11.60% 29 16.76% 15 11.72% 8 7.48% 279 38.75%

47 明治大 43 45.26% 80 40.00% 84 31.82% 96 30.97% 85 25.37% 90 24.00% 82 20.45% 65 18.36% 63 17.26% 53 14.60% 36 12.12% 30 11.67% 807 48.59%

48 明治学院大 8 44.44% 11 20.37% 16 21.62% 9 11.69% 9 10.34% 5 4.46% 5 4.72% 9 9.38% 6 6.12% 4 4.26% 3 4.58% 4 9.30% 89 23.99%

49 立教大 7 38.89% 17 28.81% 21 22.83% 25 22.32% 24 20.69% 17 13.82% 19 16.96% 18 14.88% 17 12.41% 16 10.74% 10 7.87% 9 8.57% 200 36.90%

50 早稲田大 12 63.16% 115 51.57% 130 37.68% 124 32.63% 130 32.75% 138 31.94% 155 32.84% 184 38.41% 172 35.17% 145 30.79% 152 35.85% 102 29.39% 1,559 62.34%

51 神奈川大 4 30.77% 8 32.00% 5 12.20% 4 6.67% 8 15.09% 4 6.56% 7 11.11% 6 13.95% 0 0.00% 8 22.86% 0 0.00% 2 13.33% 56 29.02%

52 関東学院大 1 6.67% 9 39.13% 4 9.52% 7 12.50% 3 5.45% 5 10.87% 6 15.38% 2 6.25% 3 13.04% 1 3.57% 1 3.85% 1 4.35% 43 25.29%

53 桐蔭横浜大 9 25.71% 8 12.70% 8 12.90% 6 7.23% 6 6.90% 6 6.06% 7 6.80% 4 4.44% 8 8.70% 3 4.35% 3 5.36% 68 20.00%

54 山梨学院大 6 54.55% 10 32.26% 7 17.50% 12 26.09% 14 27.45% 7 15.56% 8 16.33% 10 21.74% 6 12.77% 3 6.67% 2 5.13% 6 15.79% 91 40.81%

55 愛知大 13 72.22% 7 25.93% 16 45.71% 20 48.78% 14 31.82% 8 22.22% 14 37.84% 12 42.86% 7 25.93% 8 36.36% 4 26.67% 4 30.77% 127 63.82%

56 愛知学院大 0 0.00% 4 15.38% 3 8.82% 1 2.44% 2 4.65% 3 7.69% 0 0.00% 2 6.45% 0 0.00% 2 11.11% 17 14.05%

57 中京大 4 22.22% 8 22.22% 6 15.79% 6 14.29% 8 20.51% 8 19.51% 3 11.54% 3 13.04% 3 12.00% 3 12.50% 0 0.00% 52 36.11%

58 南山大 5 50.00% 10 38.46% 15 30.61% 18 30.51% 10 13.70% 21 26.25% 12 17.14% 14 21.21% 9 14.75% 4 6.15% 2 3.70% 4 8.33% 124 39.24%

59 名城大 2 40.00% 6 30.00% 5 16.13% 7 18.92% 10 20.00% 7 9.72% 8 11.11% 10 17.24% 3 4.41% 6 8.57% 5 9.80% 3 8.11% 72 30.13%

60 京都産業大 0 0.00% 7 19.44% 4 8.89% 1 1.96% 4 5.41% 3 3.23% 3 4.76% 2 3.92% 3 6.67% 2 5.41% 0 0.00% 3 10.71% 32 14.16%

61 同志社大 35 39.77% 57 35.40% 59 28.10% 45 19.15% 55 20.99% 65 23.47% 44 19.21% 42 22.11% 26 14.29% 33 17.46% 17 13.28% 20 17.86% 498 47.03%

62 立命館大 27 26.21% 62 36.69% 59 28.78% 60 24.69% 47 18.88% 40 15.27% 43 18.22% 40 16.53% 33 12.41% 27 10.47% 29 13.62% 21 12.07% 488 42.55%

63 龍谷大 2 8.33% 5 10.42% 8 11.43% 5 6.49% 4 4.49% 3 3.75% 8 7.62% 8 8.89% 4 6.06% 5 11.36% 52 19.77%

64 大阪学院大 2 14.29% 1 3.57% 2 5.56% 3 5.45% 2 2.63% 3 5.56% 2 5.41% 5 10.87% 2 5.13% 2 7.69% 2 12.50% 26 14.44%

65 関西大 18 36.00% 32 24.62% 38 20.32% 35 16.91% 32 14.55% 35 16.67% 22 11.96% 19 14.07% 19 10.38% 22 13.84% 15 11.11% 12 11.54% 299 35.81%

66 近畿大 3 50.00% 2 11.76% 4 16.00% 9 18.00% 8 14.04% 8 13.79% 9 24.32% 2 4.88% 5 10.20% 3 7.50% 1 2.63% 2 6.25% 56 29.47%

67 関西学院大 28 43.75% 39 30.00% 51 30.36% 37 19.37% 37 20.33% 26 14.61% 27 14.52% 34 20.86% 14 9.03% 16 10.67% 15 12.20% 18 18.37% 342 41.66%

68 甲南大 5 27.78% 11 25.00% 12 16.90% 17 18.28% 11 10.00% 18 16.07% 12 13.48% 10 13.33% 7 9.46% 11 16.67% 6 12.24% 6 15.38% 126 33.25%

69 神戸学院大 0 0.00% 4 36.36% 6 33.33% 3 10.71% 4 10.26% 1 2.63% 1 3.13% 0 0.00% 2 6.06% 1 4.35% 2 15.38% 1 20.00% 25 22.32%

70 姫路獨協大 0 0.00% 1 5.26% 0 0.00% 2 7.69% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 3 3.75%

71 広島修道大 6 28.57% 7 20.00% 6 12.77% 7 11.67% 7 14.29% 8 18.18% 4 11.11% 5 11.36% 8 16.33% 1 3.57% 0 0.00% 59 31.05%

72 久留米大 1 25.00% 1 3.45% 5 11.90% 5 10.00% 6 11.76% 4 7.69% 3 8.57% 2 4.76% 2 5.26% 0 0.00% 0 0.00% 1 7.69% 30 19.11%

73 西南学院大 2 50.00% 7 25.00% 2 4.35% 10 14.93% 8 11.11% 6 7.69% 12 19.35% 5 9.62% 1 2.00% 5 10.42% 4 11.11% 3 10.71% 65 26.86%

74 福岡大 3 60.00% 6 42.86% 10 30.30% 7 18.42% 8 22.22% 3 8.11% 5 16.13% 3 9.38% 2 5.13% 7 14.58% 6 13.33% 5 16.67% 65 41.67%

1,009 48.25% 1,851 40.18% 2,065 32.98% 2,043 27.64% 2,074 25.41% 2,063 23.54% 2,044 24.62% 1,929 25.77% 1,647 21.19% 1,664 21.57% 1,348 20.68% 1,253 22.51% 20,990 51.81%

　司　法　試　験　合　格　者　数　・　合　格　率

合格者累計２９年

合　計 (平均)

大　学　名 １８年 １９年 ２８年

         　　　　●法科大学院別　司法試験の合格状況　　(１８年～２９年)

２１年 ２２年 ２４年２３年 ２５年 ２６年 ２7年２０年

＜表 3＞

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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○ 受験資格の“喪失”

司法試験の「受験資格」は、法科大学院修了者及び予備試験合格者とされているが、受

験に際しては“期間”及び“回数”に関しての制限がある。

26年司法試験までは、次のような受験制限が課せられていた。

法科大学院修了者及び予備試験合格者は、それぞれ「課程修了日後あるいは合格発表日

後の最初の 4月 1日から“5年間の期間において、3回”の範囲内」で受験すること。

◆ 「受験回数」制限の緩和措置

司法試験の上記のような｢受験回数｣の制限については、その緩和措置が検討され、「法科

大学院修了もしくは予備試験合格後、最初の 4 月 1 日から 5 年の期間内は司法試験を毎回

受験することができる」とする改正司法試験法が 26年 10月 1日に施行された。この結果、

27 年司法試験では受験制限期間における“4 回目”、28 年以降の司法試験では“5 回目”

のそれぞれ受験が可能となった。

● 29 年「合格者」の 4.0％が制限一杯の“５回目”で合格

29 年司法試験の合格者数 1,543 人(予備試験組含む)の受験回数別人数をみると、1 回

目 870 人(全合格者に占める割合 56.4％)／2 回目 292 人(同 18.9％)／3 回目 180 人(同
11.7％)／4回目140人(同9.1％)／5回目61人(同 4.0％)である。受験回数の緩和措置で、

27 年は合格者の 8.5％が制限一杯の“4回目”で合格。28 年は合格者の 3.3％、29 年は

4.0％がそれぞれ制限一杯の“5回目”で合格している。

なお、法科大学院組の合格者数 1,253人に限ってみると、1回目の合格占有率は 51.0％
で、5回目の合格占有率は 7.2％である。

○ 法科大学院修了者の４割強が司法試験の“受験資格喪失”

上述したようなこれまでの受験制限内に司法試験の合格を果たせず、“受験資格喪失”と

なった法科大学院修了者は、これまでの司法試験において、17 年度修了者(既修者コース

のみ)の約 3割を除き、修了者の 5割～４割強に及ぶ。

◆“受験制限”を経過した各年度修了者の司法試験合格状況

法科大学院修了者による司法試験は、これまで 12回(18年～29年)実施されており、17
年度～21 年度の各修了者は「5 年期間内に 3 回受験」とする 26 年司法試験までの受験制

限を経過している。22 年度修了者(23 年～27 年司法試験受験可能)は、前述のように、27
年司法試験で“4 回目”の受験が可能となった。更に、23 年度修了者は 28 年司法試験、

24年修了者は 29年司法試験で、それぞれ“5回目”の最終受験が可能であった。

“受験制限”を経過した当該年度修了者の司法試験合格状況の概要は､次のとおりである。

① 17 年度修了者(18 年～22年司法試験受験可能) 

・実入学者数(16年度「既修者コース」のみ)＝2,350人 → 17年度修了者数(「既修者コ

ース」のみ)＝2,176人 → 合格者数(18年～22年)＝1,518人 → 合格率＝69.8％
・受験資格喪失者数＝658人 → 受験資格喪失率＝30.2％

② 18 年度修了者(19 年～23年司法試験受験可能) 

・実入学者数(16年度「未修者コース」＋17年度「既修者コース」)＝5,480人 → 18年

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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度修了者数＝4,418人 → 合格者数(19年～23年)＝2,188人 → 合格率＝49.5％
・受験資格喪失者数＝2,230人 → 受験資格喪失率＝50.5％

③ 19 年度修了者(20 年～24年司法試験受験可能) 

・実入学者数(17年度「未修者コース」＋18年度「既修者コース」)＝5,660人 → 19年

度修了者数＝4,911人 → 合格者数(20年～24年)＝2,273人 → 合格率＝46.3％
・受験資格喪失者数＝2,638人 → 受験資格喪失率＝53.7％

④ 20 年度修了者(21 年～25年司法試験受験可能) 

・実入学者数(18年度「未修者コース」＋19年度「既修者コース」)＝5,774人 → 20年

度修了者数＝4,994人 → 合格者数(21年～25年)＝2,355人 → 合格率＝47.2％
・受験資格喪失者数＝2,639人 → 受験資格喪失率＝52.8％

⑤ 21 年度修了者(22 年～26年司法試験受験可能) 

・実入学者数(19年度「未修者コース」＋20年度「既修者コース」)＝5,610人 → 21年

度修了者数＝4,792人 → 合格者数(22年～26年)＝2,261人 → 合格率＝47.2％
・受験資格喪失者数＝2,531人 → 受験資格喪失率＝52.8％

⑥ 22 年度修了者(23 年～27年司法試験受験可能) 

・実入学者数(20年度「未修者コース」＋21年度「既修者コース」)＝5,352人 → 22年

度修了者数＝4,535人 → 合格者数(23年～27年)＝2,200人 → 合格率＝48.5％
・受験資格喪失者数＝2,335人 → 受験資格喪失率＝51.5％

⑦ 23 年度修了者(24 年～28年司法試験受験可能) 

・実入学者数(21年度「未修者コース」＋22年度「既修者コース」)＝4,746人 → 23年

度修了者数＝3,937人 → 合格者数(24年～28年)＝1,937人 → 合格率＝49.2％
・受験資格喪失者数＝2,000人 → 受験資格喪失率＝50.8％

⑧ 24 年度修了者(25 年～29年司法試験受験可能) 

・実入学者数(22年度「未修者コース」＋23年度「既修者コース」)＝4,115人 → 24年

度修了者数＝3,459人 → 合格者数(25年～29年)＝1,857人 → 合格率＝53.7％
・受験資格喪失者数＝1,602人 → 受験資格喪失率＝46.3％

＜司法試験と予備試験＞

○ 法科大学院を経由しない、“例外的ルート”

18 年～23 年まで新司法試験と併行実施されていた旧司法試験の廃止を受け、司法試験

受験の資格が得られる「司法試験予備試験」(予備試験)が 23年から実施されている。

予備試験は、経済的事情や既に実社会で十分な法律に関する実務を積んでいるなどの理

由により法科大学院を経由しない者にも法曹資格を取得する途を開くために設けられた、

注．実入学者数＝各年度の修了者に対応する既修者(2年コース)及び未修者(3年コース)の実入学者

数の合計／修了者数＝各年度の標準修業年限修了者数(既修者と未修者)及び原級留置・休学等の

合計／合格者数＝各年度修了者の司法試験受験可能期間における司法試験合格者数の合計／合格

率＝合格者数÷修了者数／受験資格喪失者数＝修了者数－合格者数／受験資格喪失率＝受験資格

喪失者数÷修了者数／各年度とも、受験資格喪失者には非受験者等を含む。

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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いわば法科大学院の“例外的ルート”に当たる。

予備試験合格者は、法科大学院修了者と同等の資格で司法試験を受験することができ、

受験制限も前述のように同様に適用される。

他方、現行の予備試験の科目には「一般教養科目」はあるものの、法科大学院で所定の

修得が必要とされる「基礎法学・隣接科目」や「展開・先端科目」の学修は必要とされな

い。司法試験の受験資格を与える制度として、予備試験制度は試験科目の面からも法科大

学院制度とのバランスを失しているなどの指摘がある。

◆ 予備試験の実施状況

23年から実施されている予備試験の実施状況は、次のとおりである。(図 6 参照)
● 23 年実施

出願者数＝8,971 人 → 受験者数＝6,477 人(最初の短答式試験) → 合格者数＝116 人

(最終の口述試験) → 合格率＝1.8％
● 24 年実施

出願者数＝9,118 人 → 受験者数＝7,183 人(最初の短答式試験) → 合格者数＝219 人

(最終の口述試験) → 合格率＝3.0％
● 25 年実施

出願者数＝1 万 1,255 人 → 受験者数＝9,224 人(最初の短答式試験) → 合格者数＝

351人(最終の口述試験) → 合格率＝3.8％
● 26 年実施

出願者数＝1万 2,622人 → 受験者数＝1万 347人(最初の短答式試験) → 合格者数＝

356人(最終の口述試験) → 合格率＝3.4％
● 27 年実施

出願者数＝1万 2,543人 → 受験者数＝1万 334人(最初の短答式試験) → 合格者数＝

394人(最終の口述試験) → 合格率＝3.8％
● 28 年実施

出願者数＝1万 2,767人 → 受験者数＝1万 442人(最初の短答式試験) → 合格者数＝

405人(最終の口述試験) → 合格率＝3.9％
● 29 年実施

出願者数＝1万 3,178人 → 受験者数＝1万 743人(最初の短答式試験)
＊ 最終合格発表は 29年 11月 9日。

◎ 26 年～29 年の「予備試験」出願者・受験者数、４年連続で法科大学院を上回る

23年から導入された予備試験の推移をみると、拡大の一途をたどり、26年～29年の

4 年連続で出願者・受験者数ともそれぞれ「法科大学院」を上回っている。両者の“受

験者数の差”(予備試験受験者数 － 法科大学院受験者数)は、次のとおりである。

26年 80人(予備試験受験者数÷法科大学院受験者数は 1.0倍) ⇒ 27年 983人(同、1.1
倍) ⇒ 28年 2,924人(同、1.4倍) ⇒ 29年 3,293人(同、1.4倍)。両者の差は、年を追っ

て拡大している。

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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ただ、予備試験の受験者数は 23年の 6,477人から 26年の 1万 347人まで一気に激増

したが、27年 1万 334人 ⇒ 28年 1万 442人 ⇒ 29年 1万 743人と、1万人超えで頭

打ち状態にある。

なお、予備試験の合格率は極めて低く、28年は 3.9％(競争倍率 25.8倍)で旧司法試験

の合格率(17年までの単独実施時の合格率は 2～3％台)並みの“超難関”試験ともいえる。

○ ｢司法試験｣合格率：予備試験組＝72.5％ ＶＳ．法科大学院組＝22.5％

上記のような超難関の予備試験をパスした“「予備試験」合格者”(予備試験組：24 年

～28年合格者)のうち、29年「司法試験」の出願者は 408人、受験者は 400人、合格者は

290人で、合格率は前年を 11.0ポイント上回る 72.5％だった。

一方、法科大学院組(24 年度～28 年度修了者)の 29 年「司法試験」合格率は 22.5％で、

予備試験組の 3分の 1以下に留まる。(図 7参照)
○ ｢司法試験｣合格者の２割弱は予備試験組、その３割強が法科大学院生､３割が大学生

29 年「司法試験」合格者の 18.8％を占める予備試験組の合格者 290 人の「職種」をみ

ると、法科大学院生が 97人(予備試験組の合格者数に対する割合 33.4％)で最も多く、次い

で大学生 88人(同、30.3％)、無職 50人(同、17.2％)などである。

「最終学歴」では、大学(法科大学院除く。卒業・在学中・中退含む)が 152人(同、52.4％)、

法科大学院(修了・在学中・中退含む)が 130人(同、44.8％)である。(図 8参照)
◆ 「法科大学院｣経由 ⇒ 「予備試験組」の「司法試験」合格の実態

上記の「法科大学院」経由(修了・在学中・中退含む)の「予備試験組」合格者 130人が

入学した法科大学院(修了 27人・在学中 96人・中退 7人)をみると、東京大 42人(130人

に占める割合 32.3％)／京都大 22 人(同、16.9％)／慶應義塾大 10 人(同、7.7％)／中央大

10人(同、7.7％)／一橋大 9人(同、6.9％)／早稲田大 6人(同、4.6％)／北海道大 5人(同、

3.8％)などとなっている。

＜ ｢予備試験」制度の在り方を検討＞

29年｢司法試験｣合格者の“2割弱”が予備試験組で、「予備試験組」合格者の“6割強”

が在学中の法科大学院生と大学生である。予備試験組の司法試験合格者は、人数、割合と

も増加している。

司法試験における予備試験組が今後、学費と時間を節約できる“バイパスルート”とし

て更に拡大・定着していけば、司法制度改革の基本的な理念の下で創設された法科大学院

教育の“空洞化”が懸念される。

〇 政府・『推進会議決定』の改革方針

政府は 27 年 6 月、一連の法曹養成制度の改革方針を『法曹養成制度改革の更なる推進

について』として決定した(以下、『推進会議決定』)。『推進会議決定』は、当面必要とさ

れる法曹人口の輩出に必要な取組、法科大学院、司法試験及び予備試験などの改革の更な

る推進を決めた。

この中で、予備試験については、創設の趣旨と現行の利用状況が乖離している点などを

踏まえ、法科大学院を中核とするプロセスとしての法曹養成制度の理念を堅持する観点か

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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ら、法科大学院修了との“同等性”等の検証や運用面の改善など、次のような検討事項を

挙げている。

● 予備試験の結果の推移等や法科大学院修了との同等性等を検証するとともに、その結果

も踏まえつつ、試験科目の見直しなども含め必要な方策を検討する。(⇒ 法務省)

● 合格判定に当たり、法科大学院を中核とするプロセスとしての法曹養成制度の理念を損

ねることがないよう配慮する。(⇒ 司法試験委員会に期待)

● 30年度までに行われる法科大学院の集中的改革の進捗に合わせ、予備試験の趣旨に沿う

者の受験を制約せず、かつ、法曹養成制度の理念を阻害せぬよう、必要な制度的措置を

検討する。(⇒ 法務省)
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●予備試験の実施状況

注．①予備試験の受験者数は「短答式試験」受験者数、合格者数は「口述試験」合格者数。　②予備試験の合格率は、「短答式試験受験者数」
　　　に対する「口述試験合格者数」の割合。　③29年予備試験の合格状況は29年9月末現在、未定。　　　　　　　　　　　　(法務省資料より作成）
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●「予備試験組」の司法試験結果状況

受
験
者
数

合格者数

＜参考：法科大学院
　　　　　修了者の合格率＞

注．「予備試験組｣は24年から司法試験に参入。　　　　(法務省資料より作成）

合格率
　(右目盛）

①　職　種　別
その他15人

(5.2 ％)
公務員17人

(5.9％）

会社員23人

(7.9％）

無職50人

(17.2％）

法科大学
院生97人

(33.4％)

大学生88人
　(30.3％）

②　最終学歴別

その他
1人(0.3％）

大　学
152人

(52.4％）法科大学院
130人

(44.8％）

大学院(法科
大学院以外)
7人(2.4 ％)

・修　　了：27人
・在学中：96人
・中　　退：　7人

・卒　　業：61人
・在学中：89人
・中　　退：　2人

・修　了：5人
・中　退：2人

「予備試
　験組」
合格者

290人

「予備試
　験組」
合格者

290人

●29年司法試験：「予備試験組」合格者の職種　＆　最終学歴

　　(注．法務省資料より作成)

（図 6）

(図 7)

(図 8)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜法科大学院と司法試験＞

○ 創設から 14 年目、法科大学院の実績：累計修了者数＝約 4.3 万／

｢司法試験」累計合格者数＝約 2.1 万人／「司法試験」累積合格率＝約 52％

法科大学院は 16年度の創設以来、29年度で 14年目を迎え、17年度～28年度の「累計

修了者数」は 4万 2,832人にのぼる。その間の司法試験(18年～29年司法試験)の「受験者

実数」（司法試験を 1回以上受験した者の実数)は 4万 512人、「累計合格者数」は 2万 990
人で、「累積合格率」(全体の平均)は 51.81％になる。(表 1・表 3 参照)
〇 法曹人口：「司法試験」合格者数“年間 1,500 人程度”

前述した政府の『推進会議決定』は、法曹人口の在り方について、次のように提示した。

「これまで直近(27年6月時点)でも1,800人程度の有為な人材が輩出されてきた現状を踏

まえ、当面、これより規模が縮小するとしても、“1,500人程度”は輩出されるよう、必要

な取組を進めるべきである」としたうえで、「この指針は、輩出される法曹の質の確保を

考慮せずに達成されるべきものでないことに留意する必要がある」としている。

〇 「法科大学院」改革：修了者の「司法試験」“累積合格率７割以上”

『推進会議決定』は、27 年度～30 年度までを「法科大学院集中改革期間」と位置付け

て、法科大学院の抜本的な組織見直しと教育の質の向上を図ることにより、「各法科大学院

における各年度の修了者の司法試験の“累積合格率が概ね７割以上”となるよう充実した

教育を目指すべきである」としている。

ところで、18 年～29 年司法試験における各法科大学院の「累積合格率」をみると、前

述したように、一橋大 80.37％／東京大 78.90％／京都大 78.57％／慶應義塾大 76.55％／

神戸大 70.90％の 5校が 70％以上で、全体の平均は 51.81％である。(表 3 参照)

他方、直近の修了年度別で既修者コース、未修者コースの「累積合格率」をみると、既

修者コースは“修了後 3 年目で「累積合格率」約 7 割”、未修者コースは“修了後 5 年目

で「累積合格率」約 5割”に達している。

なお、17年度～24年度修了者は“受験制限”(5年間、5回)を既に経過しているが、25
年度～28年度修了者は受験機会を残しており、今後、「累積合格率」の上昇もあり得る。

＜法科大学院への改善提言、取組＞

〇 中教審・法科特別委の提言等

中教審の法科大学院特別委員会(法科特別委。第 9期＜29年 2月＞から法科大学院等特

別委員会)では、法科大学院の実態を踏まえ、法科大学院教育の改善・充実に向け、『法科

大学院教育の質の向上のための改善方策について』(報告：21年 4月)／『法科大学院教育

の更なる充実に向けた改善方策について』(提言：24年 7月)など、法科大学院への様々な

改革・改善を提言し、その取組を促してきた。

また、文科省も法科特別委の提言等を踏まえ、「法科大学院教育改善プラン」を策定(24
年 7月)。法曹資格者への支援体制の整備、司法試験合格率の大幅な上昇を目指す成果目標

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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の設定、課題を抱える法科大学院に対する公的支援の見直しや組織改革の加速、法学未修

者教育の充実、入学者選抜の改善、進級時における学修の到達度等を確認する「共通到達

度確認試験(仮称)」の試行などについて、その更なる改善に向けて取り組んでいる。

＜公的支援の見直し＞

文科省は課題を抱える法科大学院の自主的な組織見直しを促進するため、司法試験合格

率や競争倍率、入学者数などを指標にして、公的支援の見直しを行っている。

財政支援の見直しについては、「国立大学法人運営費交付金」及び「私立大学等経常費補

助金」の法科大学院に係る項目が減額・削減される。

〇 ｢補助金｣等の“減額”措置：24年度～26年度

24年度～26年度は、課題を抱える法科大学院の組織見直しを促進するため、「司法試験

合格率」や「競争倍率」、「入学定員充足率」などを指標にして、補助金等を“減額”する

などの公的支援の見直しを行った。減額等の措置に該当した法科大学院は、24年度 6校(私
立大)／ 25年度 4校(国立 1校、私立 3校)／26年度 18校(国立 2校、私立 16校)に上った。

〇 公的支援見直し強化・加算プログラム：27年度～

文科省は、政府の法曹養成制度関係閣僚会議決定(25年 7月)による法科大学院の抜本的

な組織見直しへの取組要求と、中教審法科特別委の提言を踏まえ、入学定員の適正化を含

む抜本的な組織見直しを加速するために、補助金等の減額措置による公的支援の見直しの

更なる強化策を決定した(25年 11月)。

この強化策は､「法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラム」(以下、強化・加算

プログラム)の形で 27年度予算から適用されている。

30年度については、前述した政府の『推進会議決定』や中教審・法科特別委の当プログ

ラムの見直し提言(27年 11月)などを踏まえ、次のような運用の見直しが図られる。

◆ 30 年度「強化・加算プログラム」：「３類型化」による補助金等の配分率の設定

30年度から適用される「強化・加算プログラム」は、およそ次のような仕組みである。

● 「３類型」の分類

まず、全ての法科大学院を、〇「司法試験の累積合格率」／〇「法学未修者の過去３年

の司法試験合格率」／〇「直近の入学者選抜における競争倍率」／〇「直近の入学者数」

／〇「法学系以外の課程出身者の直近の入学者数・割合、又は社会人の直近の入学者数・

割合」／〇「夜間開講の状況」の“6指標”に基づき、その成果(点数化)に応じて「３類

型」に分類する。その際、「第 3 類型」に該当した法科大学院については、〇「地域配

置の状況(同一都道府県内の校数)又は夜間開講の状況(夜間開講実施の有無)」の指標を

加えた“7指標”の合計点数に基づき、類型を見直す。

● 「基礎額」の設定

3つの各類型には、「第 1類型」＝90％／「第 2類型」＝A：80％、B：70％、C：60％
／「第 3類型」＝0％といった“5ランク”に減額された「基礎額」が設定される。

● 「加算率」の設定

上記のような法科大学院の財政支援上の類型化を図った上で、質の確保を前提とした

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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早期卒業・飛び入学制度の活用／法学未修者教育充実のための教育課程の抜本的見直し

／法科大学院間の連携・連合など優れた取組の提供を評価した「加算率」が設定される。

取組ごとの「加算率」は、“+5％～+20％”であるが、「連携・連合」の取組について

は“+10％～+70％”と、通常の取組より高く設定されている。(図 9参照)
◆ 法科大学院への財政支援

法科大学院への財政支援である補助金等の「配分額」は、前記のような「強化・加算プ

ログラム」による「基礎額算定率」＋「加算率」によって措置される。(図 9参照)

◆ 30 年度 法科大学院「補助金」に係る“類型”化

文科省は 29年 10月、前述のような“7指標”に照らして、これまでの取組や成果等を

評価し、30年度の第 1・2・3類型に該当する法科大学院を公表した。(表 4参照)
各法科大学院は当該ランクに応じて、今後の教育内容の充実などを提案する。有識者に

よる審査委員会の審査結果を踏まえ、最終的に「配分率」(基礎＋加算)が決まる。

＜法曹の規模と司法整備＞

〇 法曹人口の推移

政府の『推進会議決定』は、法曹の輩出規模である司法試験合格者数を当面、“年間1,500
人程度”としている。そこで、「法曹三者」(裁判官、検察官、弁護士)の推移をみてみる。

現在、法曹の 9割近くを占める弁護士の人数は、平成 3(1991)年は 1万 4,080人であっ

たが、16(2004)年に 2万人を超え(2万 240人)、23年に 3万人を超えて(3万 518人）、29
年には 3万 9,027人となり、26年間で 2.8倍に増加している。

裁判官と検察官の人数も3年以降、おおむね増加している。3年には、裁判官が2,022人、

基礎額(90％)

A：基礎額(80％)

B：基礎額(70％)

C：基礎額(60％)

         

第１
類型

第２
類型

第３
類型

＜基礎額算定率＞

●「公的支援見直し強化・加算プログラム」の基本的仕組み　(30年度：イメージ図)

(文科省資料を基に作成）　基礎額(0％)

　◎　取組内容に応じて「加算率」を設定。
　　　“＋５％～＋20％”

　◎　「連携・連合」の場合は、
　　　　“＋10％～＋70％”

　　※　「競争倍率」２倍未満の大学は、
　　　　　加算率の算定額を減額。
　　　　　　　　　　　　　(審査委員会で審査)

＜加算率＞

最終的な
「配分率」
決定

基礎額
該当
校数

該        当        大       学

９０％ 12校
＜国立大＞８校：千葉大／東京大／一橋大／名古屋大／京都大／大阪大／神戸大／九州大
＜私立大＞４校：慶應義塾大／中央大／早稲田大／愛知大

A ８０％ ６校
＜国立大＞４校：北海道大／筑波大／岡山大／琉球大
＜私立大＞２校：専修大／甲南大

B ７０％ 12校
＜国立大＞２校：東北大／広島大
＜私立大＞10校：学習院大／上智大／創価大／日本大／同志社大／立命館大／関西大／関西学院大／西南学院大／福岡大

C ６０％ ６校
＜国立大＞２校：横浜国立大／金沢大
＜私立大＞４校：駒澤大／法政大／明治大／近畿大

０％ １校
＜国立大＞０校
＜私立大＞１校：南山大

●30年度　法科大学院「加算プログラムの基礎額算定率設定の類型」一覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注．既に学生募集停止(廃止含む)の31校と30年度募集停止を表明した4校、及び国の公的支援を受けていない公立大2校を除く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文科省資料＜29年10月＞を基に作成)

類　　型

第１類型

第２

類型

第３類型

(図 9)

＜表 4＞

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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検察官が1,173人であったが、29年には裁判官が3,035人、検察官が1,865人となっている。

「法曹三者」合計では3年の1万7,275人から29年の4万3,927人へと、法曹人口は26年間で2.5
倍に増えている。また、「法曹三者」の“年間の増加人数”をみると、20・21年のそれぞれ

2,000人超の増加をピークに22年1,900人台、23年1,700人台、28年は1,200人台まで年間増

加人数は減ったが、29年は1,300人台に増加した。(図10・図11参照)

〇 司法の基盤整備

政府の司法制度改革審議会は、その『意見書』(13 年 6 月)で法曹人口の拡大について、

「平成 22 年頃には新司法試験の合格者数の“年間 3,000 人”達成を目指すべき／概ね平

成 30年頃までには、実働法曹人口は“5万人規模”に達することが見込まれる」と提言。

しかし､弁護士の厳しい需要状況や法科大学院の低迷などから、27 年の政府『推進会議

決定』は『意見書』の掲げる司法試験合格者数の目標値を“半減”(年間 1,500 人程度)さ

せ、文科省は法科大学院の入学定員規模を当面、“2,500 人程度”に設定した(29 年度実績

2,566人／30年度予定 2,330人)。法曹人口も 29年現在、約 4万 4,000人に留まっている。

法曹を取り巻く環境は厳しい状況にあるが、最近は社会構造の変化やグローバル化の進

展などで企業の法務部門は拡大傾向にあり、企業内弁護士の在籍状況も増加している。

国民と共にある司法を社会の隅々に行き渡らせるためには、質の高い法曹が多数輩出さ

れるとともに、弁護士や法曹有資格者の活動領域の開拓・拡大、司法アクセスの容易化な

ど、司法の基盤整備に向けた取組が一層求められる。

                             (2017．10．大塚)

●　「法曹三者」　の増加推移　(平成3年～29年)
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　　　②　＜　＞内数字は、平成３年、16年、23年、29年の各　「法曹三者」の人数。
　　　　　（「法曹養成制度改革連絡協議会」＜28年7月＞及び法務省、日弁連資料を基に作成）
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●「法曹三者」　　＆　「弁護士」の“年間増加人数”の推移

969

2,028 2,015

1,476
1,3421,298

1,758

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

(人)

(年)

「法曹三者」増加人数
(太数字）

「弁護士」
増加人数

注．グラフは、「法曹三者」及び「弁護士」の前年に対する増加人数を示す。　(「法曹養成制度改革連絡協議会」＜28年7月＞及び法務省、日弁連資料を基に作成)

(図 10)
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http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/

